
 

平成 24 年 2 月 

 
お客さま 各位 

 
「りそな外為Ｗｅｂサービス」ログイン方式変更に伴う 

ご利用規定改定のお知らせ 

 

埼玉りそな銀行 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素は、「りそな外為Ｗｅｂサービス」をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

 

平成 24 年 1 月 6 日付「「りそな外為Ｗｅｂサービス」システム変更及び現行のログイン

ＩＤ・パスワード廃止のお知らせ」でご案内しております通り、平成 24 年 2 月 20 日より

「りそな外為Ｗｅｂサービス」のログイン方式の変更を予定しております。これに伴いま

して、平成 24 年 2 月 20 日より「りそな外為Ｗｅｂサービス」利用規定を改定致します。 

 

改定内容は既にご案内している変更内容に沿ったものです。 

 

改定内容の詳細につきましては、別紙「りそな外為Ｗｅｂサービス利用規定新旧対照表」

または改定後の「りそな外為Ｗｅｂサービス利用規定」をご参照ください。 

 

この取扱いに関しましてご不明な点がございましたら、下記のお問い合わせ先又はお取

引店までお問い合わせください。 

 

敬具 

 

 

お問い合わせ先：埼玉りそな銀行 法人部 
ＴＥＬ ０３－６７０４－１０４１ 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
別 紙 

 
「りそな外為Ｗｅｂサービス」利用規定改定内容 

変更箇所 変更前 変更後 

第１条 共通編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 利用申込 

 

 

 

 

 

１.サービスの内容 

「りそな外為Webｻｰﾋﾞｽ」（以下「本サービ

ス」といいます。）とは、本サービスの契約

者（以下「契約者」といいます。）がパーソナ

ルコンピュータ等の端末機（以下「使用端末

機」といいます。）よりインターネットを経由し

て当社に対して本サービスにかかる取引の

依頼を行い、当社がこれに対応するサービ

ス提供を行うことをいいます。 

契約者は本サービスにおける次の各種サ

ービスを申し込むことができます。 

（１）外国送金サービス 

（２）輸入信用状サービス 

 

 

 

２．～４．変更なし 

 

５．本サービスの管理者及び利用者 

（１）契約者は本サービスの管理者（以下「管

理者」といいます。）を、当社所定の手続き

により登録するものとします。なお、管理

者を複数指定することはできません。 

 

（２） 変更なし 

 

（３）契約者は、管理者および利用者に関する

登録内容の変更について、当社所定の方

法で直ちに届け出るものとします。なお、

変更の種類によっては、変更手続きの完

了までに時間を要することがあり、この場

合当社は、当社内で変更手続きが完了す

るまでの間、管理者および利用者に関す

る登録内容に変更がないものとみなすこ

とができるものとし、万一これによって契

約者に損害が生じた場合でも、当社の責

めに帰すべき事由がある場合を除き、当

社は責任を負いません。 

 

６．～７．変更なし 

 

１．利用資格 

本サービスの利用を申し込むことができるの

は、次の各号すべてに該当する方とします。 

（１）法人、または法人格のない団体、または

個人事業主の方。 

（２）インターネットを利用可能な環境のある

１.サービスの内容 

「りそな外為Webｻｰﾋﾞｽ」（以下「本サービ

ス」といいます。）とは、本サービスの契約

者（以下「契約者」といいます。）がパーソナ

ルコンピュータ等の端末機（以下「使用端末

機」といいます。）よりインターネットを経由し

て当社に対して本サービスにかかる取引の

依頼を行い、当社がこれに対応するサービ

ス提供を行うことをいいます。 

契約者は本サービスにおける次の各種サ

ービスを申し込むことができます。本サービ

スの利用に際しては、「りそなビジネスダイ

レクト」のご契約が必要となります。 

（１）外国送金サービス 

（２）輸入信用状サービス 

 

２．～４．変更なし 

 

５．本サービスの管理者及び利用者 

（１）契約者は本サービスの管理者（以下「管

理者」といいます。）を、当社所定の手続き

により登録するものとします。 

 

 

（２） 変更なし 

 

（３）契約者は、管理者に関する登録内容の変

更について、当社所定の方法で直ちに届

け出るものとします。なお、変更の種類に

よっては、変更手続きの完了までに時間

を要することがあり、この場合当社は、当

社内で変更手続きが完了するまでの間、

管理者に関する登録内容に変更がないも

のとみなすことができるものとし、万一これ

によって契約者に損害が生じた場合でも、

当社の責めに帰すべき事由がある場合を

除き、当社は責任を負いません。 

 

 

６．～７．変更なし 

 

１．利用資格 

本サービスの利用を申し込むことができるの

は、次の各号すべてに該当する方とします。

（１）法人、または法人格のない団体、また

は個人事業主の方。 

（２）インターネットを利用可能な環境のある



 

変更箇所 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条 本人確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 電子ﾒｰﾙ 

 

 

方。 

（３）本規定の適用に同意した方。 

（４）当社本支店に円建て普通預金口座また

は円建て当座預金口座をおもちの方。 

 

 

 

２．変更なし 

 

３．利用申込手続 

（１）本サービスを利用するには、本規定を熟

読のうえ内容を十分理解し、その内容が

適用されることを承諾したうえで申込書

に所定の事項を記入し、申込手続きを行

うものとします。 

（２）本サービスの利用を申し込むもの（以下

「利用申込者」とします）は本サービスの

利用申込時に管理者名、利用者名等の

登録に必要な事項および企業パスワー

ドを当社へ届け出ます。当社は管理者用

ログイン ID（以下「管理者 ID」とします）お

よび利用者用ログイン ID（以下「利用者

ID」とします）を採番したうえで、初回ログ

イン時に使用する仮のパスワード（以下

「初期パスワード」とします）を設定しま

す。初回ログイン時には当社所定の申込

書コピーに記入された企業パスワードと

初期パスワードによりログインし、使用端

末機からパスワードを変更するものとし

ます。当社はこの変更手続きにより届け

出られたパスワードを本サービスの正式

なパスワードとします。 

 

１．～２．削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．当社は、契約者が取引依頼を行った場合

の受付結果や、その他の告知事項を電子

メールで登録アドレスあてに送信します。

方。 

（３）本規定および「りそなビジネスダイレク

トご利用規定」の適用に同意する方。 

（４）当社本支店に円建て普通預金口座ま

たは円建て当座預金口座をおもちの

方。 

 

２．変更なし 

 

３．利用申込手続 

（１）本サービスを利用するには、本規定を熟

読のうえ内容を十分理解し、その内容が

適用されることを承諾したうえで申込書

に所定の事項を記入し、申込手続きを行

うものとします。 

（２）「りそなビジネスダイレクト」をご契約され

ていない場合、「りそなビジネスダイレク

ト」のお申込みが必要となります。 

（３）利用申込時にお届け出られた代表口座

を初回ログイン前に解約、または「りそな

ビジネスダイレクト」のお申込口座兼お支

払指定口座から削除された場合はご利

用いただけません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．本サービスには、サービスを利用する際の

本人確認方法に「ＩＤ・パスワード方式」お

よび「電子証明書方式」があります。 

「ＩＤ・パスワード方式」…ログインＩＤおよび

ログインパスワードにより契約者ご本人で

あることを確認する方式。 

「電子証明書方式」…電子証明書および

ログインパスワードにより契約者ご本人で

あることを確認する方式。 

２．本サービスの利用にあたっては、原則「り

そなビジネスダイレクト」からの「電子証明

書方式」によるものとします。 

３．本条に定めのない事項については、「りそ

なビジネスダイレクト利用規定」に準じま

す。 

 

１．本サービスのご利用にあたっては、「りそ

なビジネスダイレクト」でのメールアドレス

登録が必要となります。 



 

変更箇所 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条 輸入信用状

サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３条 免責事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社が電子メールを登録アドレスあてに

送信したうえは、通信障害その他の理由

による未着、遅延が発生しても通常到達

すべきときに到達したものとみなし、これ

に起因して契約者に損害が発生しても当

社はその責を負いません。 

２．契約者が本サービスに使用できる電子メ

ールアドレスは、当社所定のものに限りま

す。 

３．契約者は、当社から配信する情報の内容

を無断転送、または流用することはできま

せん。 

４．契約者は、当社が必要と認めた場合には

本サービスに使用する電子メールアドレス

を変更することに同意するものとします。 

 

 

 

 

１．～５．変更なし 

 

６．契約者は、外為法等の各種法令におい

て、当局宛に書類等を提出する必要があ

る場合、当社所定の期間内に、当行宛に

当該書類等を提出するものとします。 

 

 

７．変更なし 

 

１．～５．変更なし 

 

６．削除 

 

７．当社がこの規定により取り扱ったにも拘わ

らず、契約者がこの規定により取り扱わな

かったために生じた損害については、当社

は責任を負いません。 

８．当社は契約者が本サービスへ入力した内

容を確認する責任を負いません。契約者の

誤入力によって生じた損害について当社は

一切責任を負いません。 

９．当社の責めに帰すべき事由がある場合を

除き、本サービスの利用については契約者

が一切の責任を負うものとし当社は責任を

負いません。なお、当社が責任を負うべき

範囲は、当社の責めに帰すべき事由により

直接発生した損害に限られるものとします。

当社はいかなる場合であっても間接損害、

特別損害、その他契約者に生じる一切の

損害について損害賠償等の責任を負いま

せん。 

 

２．当社は、契約者が取引依頼を行った場合

の受付結果や、その他の告知事項を電子

メールで登録アドレスあてに送信します。

当社が電子メールを登録アドレスあてに

送信したうえは、通信障害その他の理由

による未着、遅延が発生しても通常到達

すべきときに到達したものとみなし、これ

に起因して契約者に損害が発生しても当

社はその責を負いません。 

３．契約者が本サービスに使用できる電子メ

ールアドレスは、当社所定のものに限りま

す。 

４．契約者は、当社から配信する情報の内容

を無断転送、または流用することはできま

せん。 

５．契約者は、当社が必要と認めた場合には

本サービスに使用する電子メールアドレス

を変更することに同意するものとします。 

 

１．～５．変更なし 

 

６．契約者は、外為法等の各種法令において、

当局宛に書類等を提出する必要がある場

合、当社所定の期間内に、当社宛に当該

書類等を提出するものとします。 

 

 

７．変更なし 

 

１．～５．変更なし 

 

 

 

６．当社がこの規定により取り扱ったにも拘わ

らず、契約者がこの規定により取り扱わな

かったために生じた損害については、当

社は責任を負いません。 

７．当社は契約者が本サービスへ入力した内

容を確認する責任を負いません。契約者

の誤入力によって生じた損害について当

社は一切責任を負いません。 

８．当社の責めに帰すべき事由がある場合を

除き、本サービスの利用については契約

者が一切の責任を負うものとし当社は責

任を負いません。なお、当社が責任を負う

べき範囲は、当社の責めに帰すべき事由

により直接発生した損害に限られるものと

します。当社はいかなる場合であっても間

接損害、特別損害、その他契約者に生じ

る一切の損害について損害賠償等の責任

を負いません。 

 



 

変更箇所 変更前 変更後 

第２１条 規定の準

用 

 

 

 

 

 

第２２条 解約 

 

 

本規定に定めのない事項については、当社

の各種預金規定、総合口座取引規定、預金

口座振替規定、外国送金取引規定、荷為替

信用状に関する統一規則および慣例により

取り扱います。 

 

 

１．変更なし 

 

２．契約者に次の各号の事由が一つでも生じ

た場合、当社は本契約を解約できるものと

します。なお、当社が契約を解約する場

合、契約者に対してその旨の通知を郵便

等の手段により発送した時点で解約された

ものとします。解約時までに処理が完了し

ていない取引の依頼について当社はその

処理を行う義務を負いません。 

    （１)破産、民事再生手続開始、会社更生手

続開始、会社整理開始もしくは特別清算

の申立があったとき。 

    （２）～（１０）変更なし 

 

３．手数料引落口座が解約されたときは、本

サービスは解約されたものとみなします。 

 

本規定に定めのない事項については、当社

の「りそなビジネスダイレクト」利用規定、各

種預金規定、総合口座取引規定、預金口座

振替規定、外国送金取引規定、荷為替信用

状に関する統一規則および慣例により取り

扱います。 

 

１．変更なし 

 

２．契約者に次の各号の事由が一つでも生じ

た場合、当社は本契約を解約できるものと

します。なお、当社が契約を解約する場

合、契約者に対してその旨の通知を郵便等

の手段により発送した時点で解約されたも

のとします。解約時までに処理が完了して

いない取引の依頼について当社はその処

理を行う義務を負いません。 

    （１)破産、民事再生手続開始、会社更生手

続開始もしくは特別清算の申立があった

とき。 

    （２）～（１０）変更なし 

 

３．「りそなビジネスダイレクト」が解約されたと

きは、本サービスは解約されたものとみな

します。 

４．手数料引落口座が解約されたときは、本

サービスは解約されたものとみなします。 

 

 
 


